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　東京都知事　　殿

法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　 


　岡田漁港漁港施設等活用事業の実施計画の応募に当たり、次の事項について誓約します。

１　応募にあたり提出した書類の内容は事実に相違ありません。

２　募集要項に定める下記の条件を全て満たしています。
(1) 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和二十五年法律第百三十七号）第51条の欠格事由に該当しないこと。
(2) 地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しないこと。
(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てが行われていないこと。 
(4) 東京都の指名停止基準に基づく指名停止の措置を受けていないこと。
(5) 都が賦課徴収する全ての都税、消費税又は地方消費税を滞納していないこと。
(6) 清算中の株式会社である民間事業者について、会社法平成17年法律第86号に基づく特別清算開始命令がなされていないこと。
(7) 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）による改正前の商法（明治32年法律第48号）第381条の規定による整理開始の申立又は通告がなされていないこと。
(8) 破産法（平成16年法律第75号）第18条又は第19条の規定による破産の申立がなされていないこと。
(9) 差押、仮差押又は仮処分が解消されていること。
(10) 労働基準法等の労働関係法令の違反により公訴、送検又は命令等の行政処分（是正勧告等の行政指導を除く。）を受けてから1年を経過していること。
(11) 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。
(12) 東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団及び同条第４号に規定する暴力団関係者ではないこと。
(13) 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和６２年１月１４日付６１財経庶第９２２号）第５条第１項に基づく排除措置期間中の者ではないこと。
(14) 公共の安全及び秩序を脅かすおそれのある団体に属しないこと。
(15) 都議会議員、知事、副知事、審査委員会委員等が役員に就任していないこと

３　審査委員会委員及び委員が属する企業、団体に対し、審査に関する情報を得る目的で接触又は接触を求めるなど、選定の公正さに対する信頼を毀損する行為を行わないこと。



